
通信衛星の使用
平成2５年度概算要求額４７２百万円（平成2４年度予算額４７１百万円）

警察庁情報通信局
情報通信企画課通信運用室

０３－３５８１－０１４１

○ 目的
通信衛星の中継器を使用して伝送した現場映像等

を各種警察活動に活用します。
○ 事業内容

警察では、大規模な事故や災害が発生した場合は、
現場の状況を的確に把握するため、現場の映像やヘ
リコプターテレビシステムにより撮影された現場上
空からの映像を、衛星通信車や衛星可搬設備を利用
して、関係警察本部、警察庁等に伝送しています。
また、これらの映像は、首相官邸にも伝送すること
が可能であり、政府の初動対応にも役立てられてい
ます。こうした設備は、デジタルハイビジョン化さ
れており、高精細な現場の映像情報を確実に取得伝
送し、より的確に現場状況を把握することが可能と
なっています。また、全国の警察本部等には衛星固
定設備や衛星可搬設備を、管区警察局等には衛星通
信車を整備しています。衛星通信の特徴である広域
性、同報性、耐災害性を活かし、災害現場等からの
映像伝送回線や臨時電話回線に利用しています。

東日本大震災においては、通信衛星を使用し、被
災状況の把握、被災者の避難誘導等に必要な映像を、
警察庁、首相官邸、災害警備本部等にリアルタイム
で伝送しました。

事業の内容 事業イメージ

ヘリコプターテレビ

警察本部

本部対策室ヘリコプターテレビ
追尾装置（可搬）

ヘリコプターテレビ
操作卓

衛星通信車

衛星可搬設備 現場での映像撮影

衛星固定設備

通信衛星回線
利用料等

衛星通信事業者

資金の流れ

国
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○ 目的
警察庁と内閣衛星情報センタ－との

間で、画像情報等を送受信し、判読・
分析するためのシステムです。

○ 事業内容
内閣衛星情報センターから情報収集

衛星等で得られる画像情報・分析結果
等をネットワーク回線を通じて政府間
端末で受領し、画像情報分析装置を用
いて独自の判読・分析を加え、各種警
察活動に活用します。

政府間端末等の運用
事業期間（平成20年度～）

平成25年度概算要求額４８百万円（平成2４年度予算額４５百万円）

警察庁情報通信局
情報通信企画課通信運用室
03-35８1-0141（6086）

事業の内容 事業イメージ

配信

分析結果

政府間端末

警察庁

衛星画像

判読・分析

地上受信局

内閣衛星情報センター
情報収集衛星等

各種警察活動に活⽤

分析結果

受領

画像情報分析装置

独⾃の判読・分析

撮像要求

国
政府間端末
納入業者等

資金の流れ

政府間端末の
購入費用等
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○ 目的
大規模災害等により警察通信網及び通信事業者回線が
途絶した場合において、代替通信手段を確保するもの
です。

○ 事業内容
衛星携帯電話を整備するものです。

災害・テロへの対処能力の向上
平成24年度補正要求額 １８百万円（新規）

国
購入費

納入業者

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的

警察通信網
通信事業者回線 警察本部等災害現場等

資金の流れ

通信衛星

警察庁情報通信局
情報通信企画課通信運用室

０３－３５８１－０１４１
（内線６０８６）
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バックアップ（代替）施設の通信機能の確保
平成2４年度補正要求額 ３，８４５百万円（新規）

警察庁情報通信局
情報通信企画課通信運用室

０３－３５８１－０１４１
（内線６０８６）

○ 目的
衛星回線を用いて映像伝送等を行うための衛星通

信用映像可搬設備等をバックアップ施設等に整備し、
被災状況等に関する情報の収集と集約等を行います。
○ 事業内容

警察では、大規模な事故や災害が発生した場合は、
現場の状況を的確に把握するため、現場の映像やヘ
リコプターテレビシステムにより撮影された現場上
空からの映像を、各種衛星設備を利用して、関係警
察本部、警察庁等に伝送しています。
現在、警察庁、管区警察局及び都道府県警察にお

いて、本部庁舎のバックアップ施設について検討が進め
られていますが、バックアップ施設においても、災害警
備本部等において、被災状況等に関する情報の収集と
集約等を行う必要があるため、これらに必要となる、ヘ
リテレ映像等を受信するための衛星通信用映像可搬設
備等を整備します。

また、警察映像を首相官邸で受信できるよう、首相官
邸に警察の衛星通信設備を整備します。

事業の内容

国 納入業者

資金の流れ

購入費

衛星通信車

通信衛星

警察庁

災害現場

管区警察局

警察本部

空撮

代替施設

ヘリコプターテレビ

移転

倒壊等による
機能喪失衛星可搬設備

事業イメージ
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警察情報通信ネットワーク（基幹通信網）の強化
平成2４年度補正要求額 ５８５百万円（新規）

警察庁情報通信局
情報通信企画課通信運用室

０３－３５８１－０１４１
（内線６０８６）

○ 目的
衛星回線を用いて映像伝送等を行うための衛星通

信用固定局設備等を整備し、それらを用いて伝送し
た現場映像等を各種警察活動に活用します。
○ 事業内容

警察では、大規模な事故や災害が発生した場合は、
現場の状況を的確に把握するため、現場の映像やヘ
リコプターテレビシステムにより撮影された現場上
空からの映像を、各種衛星設備を利用して、関係警
察本部、警察庁等に伝送しています。

こうした設備は、デジタルハイビジョン化されて
おり、高精細な現場の映像情報を確実に取得伝送し、
より的確に現場状況を把握することが可能となって
います。

東日本大震災を踏まえ、大規模災害発生時におい
ても、警察活動に必要な映像伝送の通信手段を安定
的に確保できるよう、必要な衛星通信用固定局設備
等を整備します。

事業の内容 事業イメージ

ヘリコプターテレビ

警察本部

本部対策室ヘリコプターテレビ
追尾装置（可搬）

ヘリコプターテレビ
操作卓 衛星通信車

衛星可搬設備 現場での映像撮影

衛星固定設備

国 納入業者

資金の流れ

購入費
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総務省
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